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1

姫路市の歴史1

（資料：姫路市「ひめじ創生戦略」、「姫路フォトバンク」）

　姫路市は、兵庫県の南西部に広がる播磨平野の中央部にあり、神戸市まで約５０㎞、岡山市まで約７０㎞の距離
にあり、京阪神、中国、山陰を結ぶ交通の要衝となっている。
　明治２２年（１８８９年）４月に江戸時代の城下町とその外縁部（面積約３㎢）を市域とする人口約２５，０００人の都
市として、全国３０市とともに我が国初の市制を施行したところから始まる。
　大正時代には、姫路駅周辺は一大ターミナルとして商業施設が集積するとともに、旧制高校のうちの１校で
ある旧制姫路高等学校が大正１３年（１９２４年）に開校し、文教府としての側面を持つようになった。
　工業化の面では、明治後期から昭和にかけ紡績業等の軽工業が発展するとともに、大正から昭和にかけて臨
海部に製鉄業等の重工業が進出し、人口の集積に伴い市街地が拡大した。
　太平洋戦争では２回の空襲により市街地は壊滅的な打撃を受けたが、戦後復興を早期に果たすべく市のシン
ボルロードである大手前通りの整備や市街地の改造に取り組み、姫路駅周辺の復興が図られた。
　高度経済成長期には、播磨臨海工業地帯の中心としての役割を担い、商工業都市として今日の姿へと発展を
遂げてきた。
　平成５年に姫路城が法隆寺とともに日本で初めて世界文化遺産に登録された。
　本市は、明治から昭和４０年代にかけて計１１回に及ぶ市町村合併により市域を拡大してきた。平成１８年（２００６
年）には近隣４町（家島町、夢前町、香寺町、安富町）と合併し人口５３万人の新生「姫路市」が誕生した。
　現在、産業面では、「ものづくり産業」の厚い集積がある特性を備え、臨海部には鉄鋼、化学などの大企業や
それらを支える技術力のある中小企業が集積し、全国有数の工業地帯を形成している。また、市内に姫路工業
大学を前身とする兵庫県立大学工学部や全国初の「公私協力方式」で設立された姫路獨協大学などがあり、産
官学が連携して、研究協力や学術交流を行っている。
　平成２７年（２０１５年）３月には、平成の大修理を終えた姫路城がグランドオープンし、初年度は２８６万人の登閣
者数を記録した。
　平成２７年（２０１５年）度より、本市は「播磨圏域連携中枢都市圏（８市８町）」における中枢市となり、地方が
踏みとどまるための拠点として、人口減少の防波堤となることを期待されている。
　姫路駅を中心とする開発については、都市のまちづくりの指針となる「都心部まちづくり構想」及び「キャ
スティ２１整備プログラム」等に基づき、姫路駅周辺の整備が進められている。北駅前広場を含むエントランス
ゾーンは、平成２７年４月に完成し、その東に隣接するコアゾーンについても、ホテル、シネマコンプレックス、
専門学校等が順次供用開始となっている。イベントゾーンには、「文化コンベンションセンター」と「県立病
院」の建設が予定されており、高次都市機能を集積させた播磨圏域の中枢都市としてふさわしい都市空間整備
が行われている。

世界文化遺産・国宝 姫路城

●市鳥　シラサギ ●市花　サギ草

●市名のいわれ
　播磨国風土記「日女道丘」（ひめじおか）に由来します。

●市蝶　ジャコウアゲハ ●市木　カシ
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５３２，９９４人 （平成29年（2017年）10月1日現在）人 口

５３４．３５㎢ （平成30年（2018年） 5月1日現在）面 積

２１６，７７４世帯 （平成29年（2017年）10月1日現在）世 帯 数

【自然増減数】　▲ １，０７６人
　（出生）　 ４，３４３人　　（死亡）　 ５，４１９人 （平成29年（2017年））
【社会増減数】　▲ ４３６人
　（転入）　１４，５１７人　　（転出）　１４，９５３人 （平成29年（2017年））

人 口 増 減

【事業所数】　２３，６６０事業所 （平成28年経済センサス−活動調査 産業横断的集計）
（製造業）　１，０７５事業所（従業者４人以上） （平成28年経済センサス−活動調査 産業別集計）
　【製造品出荷額等】　２兆３，４９５億円
（卸売業）　１，３５６事業所 （平成28年経済センサス−活動調査 産業別集計）
　【年間商品販売額】　１兆１，０４３億円
（小売業）　３，６８８事業所 （平成28年経済センサス−活動調査 産業別集計）
　【年間商品販売額】　 ５，７８０億円

産 業

平成２７年度市民経済計算（経済活動市内総生産）
【市内総生産 （GDP）】　２兆２，８５５億円　 （構成比）
　（第１次産業）　　　　　　　９３億円　　 ０．４％
　（第２次産業）　　　　　 ６，８２９億円　　２９．９％
　（第３次産業）　　　 １兆５，７６７億円　　６９．０％
　（輸入品税等）　　　　　　 １６５億円　　 ０．７％
【就業者１人あたり】　　　　 ８２１万円 （兵庫県「平成27年度市町民経済計算」）

経 済

【平成２７年（２０１５年）度】　１，１９０万人（姫路城登閣者数：２８７万人）
【平成２８年（２０１６年）度】　１，０２６万人（姫路城登閣者数：２１１万人）
【平成２９年（２０１７年）度】　　９８７万人（姫路城登閣者数：１８２万人）
 （姫路市「平成29年度姫路市入込客数・観光動向調査報告書」）

観 光 入 込 客 数

【海外】　シャルルロア市（ベルギー）
　　　　フェニックス市（アメリカ）
　　　　アデレード市（オーストラリア）
　　　　クリチーバ市（ブラジル）
　　　　太原市（中国）
　　　　昌原市（韓国）
【国内】　鳥取市（鳥取県）
　　　　松本市（長野県）

姉 妹 都 市

シャンティイ城（フランス・ロワーズ県）姉 妹 城

ノイシュバンシュタイン城（ドイツ・バイエルン州）観光交流協定締結城

【位置】　東経 １３４度４１分　北緯 ３４度４９分
【距離】　東西 約３５．７㎞　 南北 約５５．５㎞
【海抜】　最高海抜（夢前町山之内）　海抜 ９７７ｍ
【河川】　最長河川（市川）　流路延長 ７７．５５４㎞

位 置 及 び 地 勢

　　　　　　　　 平均気温　 最高気温　 最低気温　 降水量　 最大降水量
【平成２７（２０１５）年】　１５．８℃　　 ３６．３℃　　 ▲ ３．６℃　 １，６４１㎜　　 １９３㎜
【平成２８（２０１６）年】　１６．３℃　　 ３７．１℃　　 ▲ ５．６℃　 １，５５２㎜　　 １１４㎜
【平成２９（２０１７）年】　１５．３℃　　 ３５．８℃　　 ▲ ４．０℃　 １，２６７㎜　　 １３１㎜

（年あたり） （日あたり） （気象庁）

気 候

姫路市の概要2

シャンティイ城

ノイシュバンシュタイン城
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人 口　（1）世帯数、総人口等の推移及び編入・合併等の変遷3

■世帯数、総人口等の推移及び編入・合併等の変遷

編入又は合併地域１世帯当た
りの人員

人口性比
（男／女）

人　　　口
世帯数区　　分

女男総 数
明治２２年４月１日　姫路市制施行５．１８−−−２４，９５８４，８１５２２年　１８８９年

明治
明治４５年　飾磨郡国衙村及び市殿村の一部３．９７１０４．０１８，７５０１９，４９７３８，２４７９，６２９４２年　１９０９年

４．８０１０３．８２２，４４４２３，３０６４５，７５０９，５３５９年　１９２０年
大正

①
大正１４年　城北村４．８１９６．９２８，２９８２７，４１５５５，７１３１１，５８２１４年　１９２５年②
昭和８年　水上村、神崎郡砥堀村４．９５１００．６３０，９９９３１，１７２６２，１７１１２，５５２５年　１９３０年

昭和

③
昭和１０年　城南・高岡村
昭和１１年　安室・荒川・手柄村５．０２９３．４４７，２５０４４，１２５９１，３７５１８，２１０１０年　１９３５年④

昭和２１年　飾磨市、白浜・広畑・網干町、大
　　　　　津・勝原・余部村４．７０９０．６５４，７１１４９，５４８１０４，２５９２２，１８８１５年　１９４０年⑤

４．４２９５．５１００，８９７９６，４０２１９７，２９９４４，６８７２２年　１９４７年⑥
昭和２９年　曽左・余部・糸引・八木、揖保郡
　　　　　太市村４．５９９３．３１０９，７１５１０２，３８５２１２，１００４６，２５５２５年　１９５０年⑦

昭和３２年　四郷・花田・御国野・別所村
昭和３３年　飾東・的形村、神南町
昭和３４年　大塩町

４．６２９６．８１２８，２２３１２４，０９２２５２，３１５５４，５８６３０年　１９５５年⑧

４．４３９７．４１６６，５３７１６２，１５２３２８，６８９７４，１８８３５年　１９６０年⑨
昭和４２年　林田町４．０８９６．２１８７，４６４１８０，３４３３６７，８０７９０，０９８４０年　１９６５年⑩

３．８１９６．１２０８，２８１２００，０７２４０８，３５３１０７，３０２４５年　１９７０年⑪
３．６２９６．０２２２，４４５２１３，６４１４３６，０８６１２０，６１９５０年　１９７５年⑫
３．４２９４．８２２９，０８２２１７，１７４４４６，２５６１３０，４４５５５年　１９８０年⑬
３．３４９４．１２３３，３７７２１９，５４０４５２，９１７１３５，６１８６０年　１９８５年⑭
３．１７９３．３２３５，０９０２１９，２７０４５４，３６０１４３，５２２２年　１９９０年

平成

⑮
２．９７９３．２２４３，７４６２２７，２４０４７０，９８６１５８，８１８７年　１９９５年⑯
２．８２９３．１２４７，６６０２３０，６４９４７８，３０９１６９，７６５１２年　２０００年⑰
２．６９９３．１２４９，７５１２３２，５５３４８２，３０４１７８，９８７１７年　２００５年⑱

平成１８年３月２７日　家島町、 夢前町、 香寺町、
　　　　　　　　　安富町２．６９９３．３２７７，２８４２５８，７８３５３６，０６７１９９，０９１１８年　２００６年

２．６１９３．６２７６，９５０２５９，３２０５３６，２７０２０５，５８７２２年　２０１０年⑲
２．５２９３．４２７６，９４０２５８，７２４５３５，６６４２１２，８０１２７年　２０１５年⑳
２．４９９３．４２７６，３００２５８，１５２５３４，４５２２１４，８３８２８年　２０１６年
２．４６９３．４２７５，５７８２５７，４１６５３２，９９４２１６，７７４２９年　２０１７年

人口及び１世帯当たりの人員の推移

注）○印は国勢調査結果（各年１０月１日現在）
　　平成１８年（２００６年）、平成２８年（２０１６年）、平成２９年（２０１７年）は姫路市推計人口（各年１０月１日現在）

（資料：国勢調査、姫路市「姫路市の推計人口」）
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人 口　（2）人口増減3

■自然増減の推移
　出生は平成１０年（１９９８年）の５，８１４人をピークに減少傾向にある一方、死亡は年々増加傾向にある。出生から
死亡を差し引きした自然増減は平成６年（１９９４年）の２，２４９人をピークに減少を辿り、平成２３年（２０１１年）以降
はマイナスに転じている。

（資料：姫路市「人口異動状況」）

■社会増減の推移
　転入は平成７年（１９９５年）の１９，４５５人をピークに減少傾向にあるが、転出も平成１０年（１９９８年）の１７，６５７人
をピークに減少傾向にある。転入から転出を差し引きした社会増減は、転入がピークであった平成７年（１９９５
年）が１，９５４人の転入超過であり、平成２７年（２０１５年）は転出超過の ▲ １，０２４人となっている。平成２５年（２０１３
年）以降は転出超過が続いている。

■人口増減の推移
　自然増減と社会増減を差し引きした人口増減をみると、平成７年（１９９５年）の３，８９６人増加をピークに減少傾
向であり平成１９年（２００７年）には初めて ▲ ８５人とマイナスに転じ、さらに平成２５年（２０１３年）以降は年々マイ
ナス傾向にあり、平成２９年（２０１７年）は ▲ １，５１２人となっている。
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人 口　（3）年齢階層別人口推移及び将来人口3

（資料：実績値は「国勢調査」、推計値は姫路経済研究所推計）

　平成２７年（２０１５年）の人口は５３５，６６４人であり、当研究所の推計では２０４５年に７３，７０３人（１３．８％）減少の４６１，９６１
人となる。 年齢３層別にみると、 年少人口は２０，１６６人 （２６．８％） 減少の５５，０２１人、 生産年齢人口は７８，０７３人 （２４．０
％）減少の２４７，１５７人となった一方、老年人口は２４，５３６人（１８．１％）増加の１５９，７８３人となる推計結果となった。

■年齢３層別人口の推移及び将来人口

■人口ピラミッドの比較

老年人口（６５歳～）生産年齢人口（１５～６４歳）年少人口（～１４歳）総 人 口年　　次
９．８％４９，５３４６７．３％３４０，３８７２３．０％１１６，１６４５０６，１０１１９８５年　昭和６０年

実 
績 
値

１１．３％５７，４６０６９．４％３５３，４２０１９．２％９７，６４３５０９，１２９１９９０年　平成２年
１３．３％７０，３８４６９．５％３６６，７０９１７．２％９０，７２０５２７，８５４１９９５年　平成７年
１５．８％８４，３８７６７．９％３６３，２３５１６．３％８７，３２５５３４，９６９２０００年　平成１２年
１８．６％９９，６０６６５．７％３５２，４５５１５．７％８４，００７５３６，２３２２００５年　平成１７年
２１．７％１１６，１１２６３．４％３３９，９６４１５．０％８０，１９４５３６，２７０２０１０年　平成２２年
２５．２％１３５，２４７６０．７％３２５，２３０１４．０％７５，１８７５３５，６６４２０１５年　平成２７年

２７．０％１４３，３０２５９．６％３１６，６７５１３．４％７１，０４３５３１，０２１２０２０年　平成３２年

推 
計 
値

２７．７％１４４，７５２５９．５％３１０，４９４１２．７％６６，３８３５２１，６２９２０２５年　平成３７年
２８．９％１４７，１２２５８．８％２９９，６９２１２．３％６２，５０９５０９，３２３２０３０年　平成４２年
３０．５％１５０，７９８５７．６％２８４，９３０１２．０％５９，２４２４９４，９７０２０３５年　平成４７年
３３．３％１５９，２３１５４．８％２６２，３６６１２．０％５７，２４８４７８，８４４２０４０年　平成５２年
３４．６％１５９，７８３５３．５％２４７，１５７１１．９％５５，０２１４６１，９６１２０４５年　平成５７年

※総人口実績値は「年齢不詳」を含む。　　※平成１７年以前は編入・合併前の計数を遡及集計している。
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　小学校校区別の総人口は、平成２７年（２０１５年）対平成５７年（２０４５年）でみると、６９校区中７校区（城陽、手
柄、荒川、大津茂、高浜、糸引、別所）で増加し、残りの６２校区は減少する推計結果となった。
　減少数が大きい順に峰相（▲ ２，５１７人）、豊富（▲ ２，４５６人）、青山（▲ ２，２１４人）、減少率が高い順に家島（▲
５１．８％）、林田（▲ ４４．４％）、前之庄（▲ ４３．０％）となっている。
　人口の３０％以上減少を予想する小学校校区は１８校区で、うち４校区では４０％以上の人口減少となり、最多人
口校区と最少人口校区の総人口の開きは、現在の２４倍から３９倍に拡大する。また、現在人口が増加している小
学校校区は、３０年後に高齢者が急増する可能性が高い校区となる。

推 計 値実 績 値
小学校区ブロック ２０４５年−２０１５年平成５７年

（２０４５年）
平成５２年
（２０４０年）

平成４７年
（２０３５年）

平成４２年
（２０３０年）

平成３７年
（２０２５年）

平成３２年
（２０２０年）

平成２７年
（２０１５年）

平成２２年
（２０１０年） 増減率増減数

▲ １３．８％▲ ７３，７０３４６１，９６１４７８，８４４４９４，９７０５０９，３２３５２１，６２９５３１，０２１５３５，６６４５３６，２７０合　計姫路市

▲ ０．７％▲ ４６６，８９５７，１５９７，４２８７，６９１７，９４９８，１９６６，９４１６，５６６白 鷺

中
部
第
一

▲ ３１．８％▲ １，５３６３，２９４３，５３８３，７９２４，０４８４，３１１４，５７２４，８３０５，１２０野 里
▲ ３２．０％▲ ２，２０３４，６７８５，０３９５，４１５５，７９３６，１６５６，５１２６，８８１７，３２７城 東
▲ ２６．０％▲ ２，１２５６，０４０６，４０２６，７７８７，１４５７，５００７，８３５８，１６５８，５１２東
▲ １３．５％▲ １，１０１７，０５７７，３４８７，６３８７，９１４８，１７５８，４１０８，１５８７，６０８船 場
▲ ２５．１％▲ ２，０９９６，２７６６，６３２６，９８２７，３１７７，６８０８，０２４８，３７５８，７５１城 西
▲ １７．７％▲ １，１３６５，２９２５，５０８５，７３３５，９５５６，１５８６，３１０６，４２８６，４８７城 乾
▲ ２０．６％▲ １０，２４６３９，５３２４１，６２５４３，７６６４５，８６４４７，９３８４９，８５８４９，７７８５０，３７１小　計
６．８％８３０１２，９８０１３，０７６１３，０９７１３，０１５１２，８３８１２，５８１１２，１５０１１，３４４城 陽

中
部
第
二

１．３％１５８１２，４７５１２，５９３１２，６６１１２，６６６１２，６２２１２，５２６１２，３１７１１，９３６手 柄
１．９％３３８１７，８１８１８，１１９１８，３３５１８，４３８１８，３９１１８，１１９１７，４８０１５，９３９荒 川

▲ １０．６％▲ １，４１５１１，９７４１２，３７６１２，７３３１３，０２８１３，２５２１３，３８３１３，３８９１３，２８８高 岡
▲ １４．０％▲ １，７００１０，４４３１０，８２８１１，１８９１１，５１０１１，７８８１１，９８９１２，１４３１２，２５８安 室
▲ １４．４％▲ １，８０８１０，７７９１１，１９０１１，５８５１１，９３６１２，２３６１２，４４６１２，５８７１２，６６８安 室 東
▲ １６．１％▲ １，３９６７，２７０７，５８８７，８８９８，１５６８，３８４８，５４５８，６６６８，７６６高 岡 西
▲ ５．６％▲ ４，９９３８３，７３９８５，７６９８７，４８９８８，７４９８９，５１０８９，５９０８８，７３２８６，１９９小　計
３．７％２８６７，９３４８，０４８８，１３１８，１６１８，１２７７，９８４７，６４８６，７９６大 津 茂

網　

干

▲ １０．７％▲ １，０４１８，６５７８，８７７９，０９２９，２８２９，４５４９，５９０９，６９８９，７２７網 干
▲ １１．６％▲ １，２１４９，２８２９，５８０９，８５８１０，０９４１０，２８１１０，４０６１０，４９６１０，５３３旭 陽
▲ ８．８％▲ １，０８３１１，１８０１１，４４８１１，７０９１１，９３５１２，１１２１２，２１９１２，２６３１２，１３１勝 原
▲ １４．０％▲ ６７２４，１１９４，２６５４，４１３４，５４１４，６４７４，７３０４，７９１４，８３０余 部
▲ ２０．７％▲ １，４３２５，４６８５，７４３６，００４６，２５４６，４９４６，７１６６，９００６，９９８網 干 西
▲ １０．０％▲ ５，１５６４６，６４０４７，９６０４９，２０５５０，２６７５１，１１４５１，６４６５１，７９６５１，０１５小　計
▲ ２１．２％▲ １，３３４４，９６４５，２１４５，４６６５，７０２５，９２８６，１２４６，２９８６，４５４広 畑

広　

畑

▲ ６．７％▲ ８１３１１，２６２１１，４８１１１，６６７１１，８１２１１，９１８１１，９９７１２，０７５１２，０６４広畑第二
▲ ７．９％▲ １，２９２１５，１５０１５，４８２１５，７９０１６，０５８１６，２４５１６，３６０１６，４４２１６，２０６八 幡
▲ ９．４％▲ １，１８９１１，４４８１１，６８９１１，９３９１２，１８４１２，３９８１２，５４９１２，６３７１２，５１８大 津
▲ ２５．０％▲ １，２６４３，７９６４，０２４４，２５６４，４７５４，６８６４，８７６５，０６０５，２５３南 大 津
▲ １１．２％▲ ５，８９２４６，６２０４７，８９０４９，１１８５０，２３２５１，１７６５１，９０７５２，５１２５２，４９５小　計
▲ ７．２％▲ １，１６３１５，０４５１５，３６５１５，６５４１５，８９３１６，０７３１６，１６８１６，２０８１６，０７７飾 磨

飾　

磨

▲ ５．７％▲ ７６６１２，７５３１３，０４０１３，２７４１３，４３２１３，５２３１３，５３３１３，５１９１３，４７７津 田
▲ ６．２％▲ ９６８１４，６８０１４，９５３１５，１９９１５，３８７１５，５２４１５，６０１１５，６４８１５，６１５英 賀 保
１０．９％１，５４６１５，７０４１５，６４１１５，４９７１５，２６６１４，９７７１４，６３０１４，１５８１３，４１７高 浜
▲ ３２．６％▲ １，４６８３，０３４３，２６９３，５１５３，７６３４，００９４，２４０４，５０２４，７９６妻 鹿
▲ ４．４％▲ ２，８１９６１，２１６６２，２６８６３，１３９６３，７４０６４，１０６６４，１７２６４，０３５６３，３８２小　計

（姫路経済研究所推計）
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推 計 値実 績 値
小学校区ブロック ２０４５年−２０１５年平成５７年

（２０４５年）
平成５２年
（２０４０年）

平成４７年
（２０３５年）

平成４２年
（２０３０年）

平成３７年
（２０２５年）

平成３２年
（２０２０年）

平成２７年
（２０１５年）

平成２２年
（２０１０年） 増減率増減数

▲ １１．０％▲ １，７２３１３，８８８１４，３３５１４，７４６１５，０７８１５，３３７１５，５１６１５，６１１１５，６６３白 浜

灘

▲ ２９．３％▲ ７３０１，７６３１，８８０２，００８２，１４２２，２６５２，３７４２，４９３２，６６１八 木
１２．０％１，２９４１２，０５７１２，０８７１２，０５５１１，９４８１１，７４４１１，３８１１０，７６３９，４２５糸 引
▲ ２４．５％▲ １，４４０４，４４３４，７３０５，０１６５，２７９５，５１６５，７１０５，８８３６，０４２的 形
▲ ２３．１％▲ １，６４７５，４９１５，７８１６，０７８６，３７７６，６６４６，９１３７，１３８７，３２８大 塩
▲ １０．１％▲ ４，２４５３７，６４３３８，８１２３９，９０４４０，８２４４１，５２６４１，８９４４１，８８８４１，１１９小　計
▲ １４．４％▲ １，２４６７，４０３７，６９８７，９６６８，１８９８，３７０８，５１２８，６４９８，７２４花 田

東　

部

▲ １６．１％▲ １，１４９６，００７６，２４６６，４６９６，６８１６，８７０７，０３５７，１５６７，２２９四 郷
▲ １６．０％▲ １，４９２７，８５０８，１９７８，５２１８，７９２９，０２１９，１９６９，３４２９，５１９御 国 野
９．８％８１４９，１１８９，１６２９，１７３９，１２４８，９９４８，７４６８，３０４７，２６９別 所

▲ ２．９％▲ １６１５，４８９５，５４４５，６０９５，６６０５，６９４５，７０２５，６５０５，４２８谷 外
▲ ３６．２％▲ ７６９１，３５８１，４８７１，６１５１，７４０１，８７２２，００５２，１２７２，２４８谷 内
▲ ９．７％▲ ４，００４３７，２２４３８，３３５３９，３５４４０，１８７４０，８２０４１，１９６４１，２２８４０，４１７小　計
▲ ２２．１％▲ １，４６７５，１６０５，４２７５，６７８５，９１７６，１５１６，３８１６，６２７６，８５９城 北

北　

部

▲ １２．６％▲ １，５０４１０，４３９１０，７９６１１，１０６１１，４０２１１，６７０１１，８８２１１，９４３１１，８７５広 峰
▲ １３．２％▲ １，４１９９，３２５９，７０６１０，０４８１０，３３２１０，５４７１０，６８７１０，７４４１０，７２６水 上
▲ １０．７％▲ ６５３５，４７１５，６４３５，７９７５，９２２６，０１３６，０７１６，１２４６，１１２砥 堀
▲ ２６．７％▲ １，７２７４，７４５５，１０３５，４４２５，７４９６，０２６６，２６０６，４７２６，６８２増 位
▲ ２９．３％▲ ２，４５６５，９３２６，３５６６，７８９７，２１２７，６２７７，９９４８，３８８８，８６８豊 富
▲ ２８．０％▲ ７８２２，０１１２，１４５２，２７８２，４１１２，５４１２，６６６２，７９３２，９５６山 田
▲ ２８．６％▲ １，２３３３，０７７３，２８６３，５０５３，７１８３，９２４４，１１８４，３１０４，５０８船 津
▲ １９．６％▲ １１，２４２４６，１５９４８，４６２５０，６４４５２，６６３５４，５００５６，０５７５７，４０１５８，５８６小　計
▲ １７．６％▲ ２，０７０９，７１６１０，１１１１０，５１９１０，９４２１１，３２３１１，６６１１１，７８６１１，７１９曽 左

西　

部

▲ ２３．９％▲ １，３５８４，３１８４，５９３４，８６６５，１２０５，３５４５，５４３５，６７６５，７７９白 鳥
▲ ３７．８％▲ ６８６１，１２９１，２３８１，３５３１，４６８１，５８５１，６９９１，８１５１，９４９太 市
▲ ４４．４％▲ １，６０２２，００４２，２５６２，５２０２，７８４３，０４９３，３１５３，６０６３，９９５林 田
▲ ３７．１％▲ ４２５７１９７９１８６５９３６１，００３１，０６７１，１４４１，２４６伊 勢
▲ ４０．３％▲ ２，５１７３，７２５４，１８１４，６６８５，１３９５，５６６５，９２６６，２４２６，６０６峰 相
▲ ２０．５％▲ ２，２１４８，６０６９，０８１９，５４１９，９４０１０，２８３１０，５６６１０，８２０１１，１１４青 山
▲ ２６．５％▲ １０，８７１３０，２１８３２，２５１３４，３３３３６，３２９３８，１６１３９，７７８４１，０８９４２，４０８小　計
▲ １６．５％▲ １，１９０６，０１５６，２４８６，５０６６，７５０６，９５８７，１１１７，２０５７，１９３中 寺

香　

寺

▲ ２４．０％▲ ２，０５４６，４９１６，８８８７，２９４７，６６７８，０００８，２８０８，５４５８，７９６香 呂
▲ ３２．２％▲ ９６２２，０２３２，２０４２，３９４２，５７１２，７３２２，８６８２，９８５３，１２６香 呂 南
▲ ２２．４％▲ ４，２０６１４，５２９１５，３３９１６，１９３１６，９８９１７，６８９１８，２５８１８，７３５１９，１１５小　計
▲ ５１．８％▲ １，４１５１，３１６１，４８７１，６８２１，８９３２，１２４２，３８０２，７３１３，４２７家 島

家 
島

▲ ３０．５％▲ ６６２１，５０５１，５９８１，６８９１，７７８１，８７０１，９８２２，１６７２，５６０坊 勢
▲ ４２．４％▲ ２，０７６２，８２２３，０８５３，３７１３，６７１３，９９３４，３６２４，８９８５，９８７小　計
▲ ３５．０％▲ １，０４６１，９３９２，１１７２，２９６２，４７３２，６４９２，８１３２，９８５３，１９４置 塩

夢　

前

▲ ３２．５％▲ ８１３１，６９０１，８４８２，００２２，１４６２，２７８２，３９２２，５０３２，６４３古 知
▲ ４３．０％▲ ２，０８３２，７５７３，０９２３，４３１３，７７０４，１１３４，４５６４，８４０５，３３３前 之 庄
▲ ３２．９％▲ ４６８９５４１，０３３１，１１０１，１８５１，２６４１，３４６１，４２２１，５９８莇 野
▲ ３６．７％▲ ６９０１，１８９１，３１３１，４３４１，５５０１，６６４１，７７４１，８７９１，９９５上 菅
▲ ２３．２％▲ １，１４３３，７７６４，０２４４，２６３４，４７６４，６４８４，７８３４，９１９５，０４９菅 生
▲ ３３．７％▲ ６，２４４１２，３０４１３，４２７１４，５３５１５，６００１６，６１５１７，５６４１８，５４８１９，８１２小　計
▲ ３３．４％▲ １，４３２２，８５５３，１１７３，３７０３，６１５３，８４４４，０５８４，２８７４，５６２安 富 南

安 
富

▲ ３７．７％▲ ２７８４５９５０３５４９５９３６３５６８１７３７８０２安 富 北
▲ ３４．０％▲ １，７１０３，３１４３，６２１３，９１９４，２０８４，４７９４，７３９５，０２４５，３６４小　計
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人 口　（4）小学校校区別人口推移及び推計 33

（作成：姫路経済研究所）

　平成２７年（２０１５年）対平成５７年（２０４５年）の小学校校区別の人口増減率を地図で表した。中心部は増加や微
減の校区が多いが、周辺部は減少傾向にある。
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人 口　（5）世帯類型別推移及び推計3

（資料：実績値 「国勢調査」、 推計値 （全国） 「日本の世帯数の将来推計 （国立社会保障・人口問題研究所）」、 （姫路市） 姫路経済研究所推計）

　当研究所の推計では、姫路市の世帯数は、平成３２年（２０２０年）の２１８，２８０世帯をピークに、減少局面を迎え、
平成５７年（２０４５年）において１９６，９９７世帯と、平成２７年（２０１５年）に比べて１５，４４７世帯（７．２％）減少する。
　世帯類型別では、「単独世帯」と「ひとり親と子世帯」は平成４７年（２０３５年）まで増加を続け、ほかの３類型
は減少傾向が続く。
　世帯類型別構成比でみると、「単独世帯」の構成比は平成４７年（２０３５年）まで上昇し、以降は３４％程度で横ば
いにて推移する。また、平成２７年（２０１５年）には３０．６％と最も比率の高かった「夫婦と子世帯」の構成比は下
降を続け、平成５７年（２０４５年）には２５．５％まで低下する。
　この結果、単独世帯が最大の構成世帯になる。

その他ひとり親と子夫婦と子夫婦のみ単　独合　計年　　次
２８，５３５１２，８３２６６，９７３３１，６４４３４，５６９１７４，５５３１９９５年　平成７年

実 
績 
値

２６，７４４１４，８８１６７，６４２３６，７１３４０，４４６１８６，４２６２０００年　平成１２年
２５，２０２１７，４０３６６，１２２３９，３４３４７，４９０１９５，５６０２００５年　平成１７年
２３，４７２１９，２３１６５，３２５４１，３１３５５，７５２２０５，３５７２０１０年　平成２２年
２０，９６５２０，８４２６５，０４８４３，２４５６２，３４４２１２，４４４２０１５年　平成２７年

１９，１８７２４，２１６６３，６６０４４，８５９６６，３５８２１８，２８０２０２０年　平成３２年

推 
計 
値

１７，３５１２５，２４６６０，７３３４４，７４９６９，３０４２１７，３８３２０２５年　平成３７年
１５，８３６２５，６７５５７，４６２４４，１５９７０，７９８２１３，９３０２０３０年　平成４２年
１４，５９７２５，７０８５４，２２５４３，２１７７０，９５３２０８，７０１２０３５年　平成４７年
１４，２１８２４，５２４５２，２１６４２，９３４６９，１５７２０３，０４９２０４０年　平成５２年
１３，８４３２３，５２１５０，３１４４２，３４９６６，９７０１９６，９９７２０４５年　平成５７年

■世帯数及び世帯類型

全　国姫 路 市
年　　次

平均世帯人員一般世帯数
２．８２２．９９１７４，５５３１９９５年　平成７年

実 
績 
値

２．６７２．８３１８６，４２６２０００年　平成１２年

２．５５２．７０１９５，５６０２００５年　平成１７年

２．４２２．５７２０５，３５７２０１０年　平成２２年

２．３３２．４８２１２，４４４２０１５年　平成２７年

■一般世帯数と平均世帯人員
全　国姫 路 市

年　　次
平均世帯人員一般世帯数

２．２６２．３９２１８，２８０２０２０年　平成３２年

推 
計 
値

２．１９２．３６２１７，３８３２０２５年　平成３７年
２．１５２．３５２１３，９３０２０３０年　平成４２年
２．１１２．３４２０８，７０１２０３５年　平成４７年
２．０８２．３２２０３，０４９２０４０年　平成５２年

２．３１１９６，９９７２０４５年　平成５７年
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10

産 業　（1）産業構造4

　播磨地域の中核都市としての姫路の産業は、臨海部に立地する鉄鋼、化学、電気機械などの製造業と活発な
商業活動により発展してきた。こうした経済基盤のもと、産業構造も変化しつつある。

（資料：兵庫県「市町民経済計算（速報）」、内閣府「国民経済計算」）

平成２８年（２０１６年）
全　国

（十億円）
姫路市

（百万円）分　　　類

１１３，３３７６０４，９５４製造業
１１２，８０２４８１，８２８サービス業
６１，１６８２７４，３８１不動産業
７３，９９８２６６，６５９卸売・小売業
２６，９６３１５１，０６６運輸・郵便業
２９，７２５１３１，５６３建設業
１４，４１４１２４，１４２電気・ガス・水道・廃棄物処理業
２２，４６２９５，８６８金融・保険業
２６，８３０５６，５２２情報通信業
５２，５９４１４１，７８３その他
５３４，２９２２，３２８，７６６合　　　計

■総生産

（資料：経済センサス−活動調査 産業横断的集計）

平成２８年（２０１６年）
全　国姫路市分　　　類

１１，８４３，８６９５０，１２７卸売業、小売業
８，８６４，２５３４９，２４５製造業
７，３７４，８４４３０，５４１医療、福祉
５，３６２，０８８２２，２６６宿泊業、飲食サービス業
４，７５９，８４５２０，１９７サービス業（他に分類されないもの）
３，６９０，７４０１７，５９４建設業
３，１９７，２３１１４，５６６運輸業、郵便業
１１，７７９，９５６４０，４３４その他
５６，８７２，８２６２４４，９７０合　　　計

■従業者数 （単位：人）

（資料：経済センサス−活動調査 産業横断的集計）

平成２８年（２０１６年）
全　国姫路市分　　　類
１，３５５，０６０６，２９６卸売業、小売業
６９６，３９６３，２５６宿泊業、飲食サービス業
４９２，７３４２，１５６建設業
４５４，８００１，９９９製造業
４７０，７１３１，９９３生活関連サービス業、娯楽業
４２９，１７３１，６４５医療、福祉
３４６，６１６１，６０３サービス業（他に分類されないもの）
１，０９５，２９１４，７１２その他
５，３４０，７８３２３，６６０合　　　計

■事業所数 （単位：事業所）

Title:P10_P11.eca Page:2  Date: 2018/07/10 Tue 13:53:54 
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産 業　（2）製造業4

　経済センサス－活動調査によると、平成２８年（２０１６年）の従業者数４人以上の事業所数は、１，０７５事業所で、
従業者数４４，６４０人となっている。 また、 製造品出荷額等は２兆３，４９６億円で、 これを産業別にみると鉄鋼業６，５５０
億円と最も多く、ついで電気機械器具製造業の４，９１８億円となっている。全国と構成比を比較すると、鉄鋼業、
電気機械器具製造業、化学工業、業務用機械の割合が高い。

※製造品出荷額等の降順 （資料：経済センサス−活動調査 産業別集計、兵庫県「工業統計調査結果」）

（注）「平成２７年工業統計調査」は「平成２８年経済センサス−活動調査」実施に伴い中止となったため、平成２７年（２０１５年）データは欠損。

■事業所数・製造品出荷額等の推移

■製造品出荷額等 （単位：億円）

平成２８年（２０１６年）
全　国姫路市分　　　類
１７８，４２０６，５５０鉄鋼業
１７３，６５６４，９１８電気機械器具製造業
２８６，２２２３，７２３化学工業
７３，１１０１，４３４業務用機械器具製造業
２８１，０２２１，２１１食料品製造業
１４７，８８３１，０６１電子部品・デバイス・電子回路製造業
１４３，０５７７４１金属製品製造業
１，８４７，９１６３，８５７その他
３，１３１，２８６２３，４９６合　　　　計

■兵庫県下 製造品出荷額等の上位１０市町（平成２８年（２０１６年））
製造品出荷額等（億円）従業者数（人）事 業 所 数

市　町

１００．０％１５４，４５７１００．０％３４８，０９７１００．０％９，０３２兵 庫 県　　計

２０．２％３１，２５８１８．３％６３，５３４１８．３％１，６５６神 戸 市
１５．２％２３，４９６１２．８％４４，６４０１１．９％１，０７５姫 路 市
８．９％１３，７７６９．８％３４，００９９．０％８０９尼 崎 市
７．２％１１，１１７６．４％２２，１８６３．６％３２７明 石 市
５．６％８，６４０４．１％１４，２０４１．７％１５４高 砂 市
５．６％８，５８７４．２％１４，７３１３．７％３３６加古川市
４．０％６，２０４４．２％１４，５８２３．１％２７７伊 丹 市
３．７％５，７２６２．５％８，８０７１．１％９８三 田 市
２．６％３，９９０３．３％１１，５３１４．２％３７５たつの市
２．４％３，６５７２．０％６，９３４１．８％１６７加 東 市

構成比 構成比 構成比
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産 業　（3）卸売業4

　経済センサス－活動調査によると、 平成２８年 （２０１６年） の卸売業は、 １，３５６事業所、 従業者数１２，３４１人となっ
ている。また、年間商品販売額は１兆１，０４３億円で、これを業種別にみると建築材料、鉱物・金属材料等卸売業
が２，９６６億円と最も多く、続いて機械器具卸売業が２，９２８億円、飲食料品小売業が２，１５７億円となっている。全国
の構成比と比較すると、繊維・衣服等卸売業の割合が高い。

※年間商品販売額の降順

■事業所数・従業者数の推移
年間商品販
売額（億円）

従業者数
（人）事業所数年　次

１１，７７０１７，２７７１，８１２平成１４年（２００２年）
１１，２３６１６，９９３１，７５５平成１６年（２００４年）
１１，５５５１６，８９６１，６５１平成１９年（２００７年）
１０，６８１１５，８７４１，７６３平成２４年（２０１２年）
１０，３４２１１，７６７１，３２０平成２６年（２０１４年）
１１，０４３１２，３４１１，３５６平成２８年（２０１６年）

■兵庫県下 年間商品販売額の上位１０市町（平成２８年（２０１６年））
従業者１人当たり
の年間商品販売額
（百万円）

年間商品販売額（億円）従業者数（人）事業所数
市　町

１０１．４１００．０％８９，１６６１００．０％８７，８９３１００．０％９，３９３兵 庫 県　　計

１０３．０４２．４％３７，７９６４１．８％３６，７１３３６．４％３，４１９神 戸 市
８９．５１２．４％１１，０４３１４．０％１２，３４１１４．４％１，３５６姫 路 市
２１０．２１２．１％１０，８３０５．９％５，１５２４．８％４５０西 宮 市
９２．６７．６％６，７９４８．４％７，３４０７．４％６９２尼 崎 市
１３４．１４．６％４，０９２３．５％３，０５２３．８％３６０明 石 市
１４４．６３．６％３，２３０２．５％２，２３４２．０％１８８伊 丹 市
８６．５３．１％２，７８９３．７％３，２２３３．６％３３７加古川市
４０１．２３．０％２，６５６０．８％６６２０．５％４８稲 美 町
５８．７１．３％１，１７９２．３％２，００９２．４％２２８三 木 市
４７．７０．９％７９２１．９％１，６６０２．３％２１６豊 岡 市

■年間商品販売額 （単位：億円）

（資料：経済センサス−活動調査、商業統計調査）
・「商業統計調査」と「平成24年経済センサス」では、集計対象等が異
なっている。

・「平成26年商業統計調査」は、日本標準産業分類の第12回改定及び調
査設計の大幅変更を行ったことに伴い、前回実施の平成19年調査の
数値とは接続しない。

平成２８年（２０１６年）
全　国姫路市分　　　類
１，０８４，９５９２，９６６建築材料、鉱物・金属材料等卸売業
１，０５４，６２４２，９２８機械器具卸売業
８５０，２３８２，１５７飲食料品卸売業
１１７，０４３１，１００繊維・衣服等卸売業
３０１，０６４４３各種商品卸売業
６６０，２７５１，８４９その他の卸売業
４，０６８，２０３１１，０４３合　　　　計

構成比 構成比 構成比

（資料：経済センサス−活動調査 産業別集計）
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産 業　（4）小売業4

　経済センサス－活動調査によると、平成２８年の小売業は、３，６８８事業所、従業者数２８，４８９人となっている。
また、年間商品販売額は５，７８０億円で、これを業種別にみると飲食料品小売業が１，５５９億円と最も多く、続いて
機械器具小売業が１，１７４億円、各種商品小売業が６２７億円となっている。

※年間商品販売額の降順

■事業所数・従業者数の推移
年間商品販
売額（億円）

従業者数
（人）事業所数年　次

５，８０７３４，１６３５，５５８平成１４年（２００２年）
５，６１７３４，２４３５，４６４平成１６年（２００４年）
５，９５２３４，７３１５，４１０平成１９年（２００７年）
４，６２１３４，４６４４，７１３平成２４年（２０１２年）
５，１１８２６，２４２３，６２２平成２６年（２０１４年）
５，７８０２８，４８９３，６８８平成２８年（２０１６年）

■兵庫県下 年間商品販売額の上位１０市町（平成２８年（２０１６年））

１㎡当たりの
販売額（万円）

売場面積（㎡）年間商品販売額（億円）従業者数（人）事 業 所 数
市　町

９９．５１００．０％５，４９１，８８４１００．０％５４，６２８１００．０％２６４，５３０１００．０％３２，６５７兵 庫 県　　計

１１６．７２９．２％１，６０１，８８６３４．２％１８，６８７３０．９％８１，６５９２８．８％９，３８９神 戸 市
８９．１１１．８％６４９，０４５１０．６％５，７８０１０．８％２８，４８９１１．３％３，６８８姫 路 市
１１５．１７．０％３８３，８８５８．１％４，４１９８．０％２１，２７４６．３％２，０５９西 宮 市
９８．５６．６％３６３，４５０６．６％３，５８０７．４％１９，５９０７．３％２，３８９尼 崎 市
８４．７５．３％２９２，０９８４．５％２，４７４４．５％１１，８００３．８％１，２５２加古川市
９４．１４．２％２２８，３９９３．９％２，１５０４．７％１２，３７１４．４％１，４２８明 石 市
９５．３３．７％２０２，１３９３．５％１，９２７３．４％９，０６５２．７％８６７伊 丹 市
１１０．９２．５％１３５，６２４２．８％１，５０４３．０％７，８８０２．６％８４７宝 塚 市
１１３．０２．２％１１８，５４３２．５％１，３３９２．５％６，４８１２．０％６５５川 西 市
７１．０２．４％１３０，４５４１．７％９２６２．０％５，２３７１．４％４６７三 田 市

■年間商品販売額 （単位：億円）

平成２８年（２０１６年）
全　国姫路市分　　　類
３９４，９１４１，５５９飲食料品小売業
２５６，４２０１，１７４機械器具小売業
１２８，２２７６２７各種商品小売業
９６，０２４４６６織物・衣服・身の回り品小売業
９３，３７８３１３無店舗小売業
４１１，１９３１，６４３その他の小売業
１，３８０，１５６５，７８０合　　　　計

（資料：経済センサス−活動調査、商業統計調査）
・「商業統計調査」と「平成24年経済センサス」では、集計対象等が異
なっている。

・「平成26年商業統計調査」は、日本標準産業分類の第12回改定及び調
査設計の大幅変更を行ったことに伴い、前回実施の平成19年調査の
数値とは接続しない。

構成比 構成比 構成比 構成比

（資料：経済センサス−活動調査 産業別集計）
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産 業　（5）その他関連指標4

■有効求人倍率の推移

（資料：姫路公共職業安定所）

（資料：国土交通省「建築着工統計調査」）

着工（戸）年　次
４，６０５平成２０（２００８）年度
４，２４５平成２１（２００９）年度
３，７７９平成２２（２０１０）年度
３，５６７平成２３（２０１１）年度
４，２７４平成２４（２０１２）年度
４，０８５平成２５（２０１３）年度
４，３１８平成２６（２０１４）年度
３，７２１平成２７（２０１５）年度
４，９００平成２８（２０１６）年度
４，１６２平成２９（２０１７）年度

■新設住宅着工戸数の推移

（資料：帝国データバンク姫路支店）

■倒産状況の推移
負債額（百万円）件　数

年　次

６２．９２２，９６６３９平成２０（２００８）年度
▲ ４５．０１２，６３０１９５８平成２１（２００９）年度
１．７１２，８５１１０６８平成２２（２０１０）年度
０．３１２，８８６▲ １０５８平成２３（２０１１）年度

▲ ７３．２３，４５８▲ １０４８平成２４（２０１２）年度
５９．９５，５３０１７６５平成２５（２０１３）年度
６６．９９，２２８▲ １７４８平成２６（２０１４）年度
▲ ５６．０４，０６４７５３平成２７（２０１５）年度
▲ ６７．６１，３１５▲ ２１３４平成２８（２０１６）年度
２４７．５４，５７０１８５２平成２９（２０１７）年度

前年差
（件数）

前年比
（％）
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観 光5

　姫路市内にある観光主要施設の平成２９年度（２０１７年度）の総入込客数は９８７万人で、姫路城グランドオープン
を契機に大きく増加した平成２７年度（２０１５年度）に比べ約２０３万人減少した。姫路城の入城者数においても、国
内城郭の年間入城者数で過去最多を記録した平成２７年度（２０１５年度）の２８７万人と比較し、約１０４万人減の１８２万
人と保存修理前の水準で推移している。外国人入城者数は約３４万人で、平成２７年度（２０１５年度）以降、３０万人
以上で推移しており、外国人の占める割合は上昇している。

■姫路市総入込客数の推移

（資料：平成29年度姫路市入込客数・観光動向調査報告書）

世界文化遺産・国宝 姫路城

書写山円教寺

（資料：平成29年度姫路市入込客数・観光動向調査報告書）

■姫路城の入城者数の推移

　観光庁では、スポーツをインバウンド拡大や国内観光振興の起爆剤となる新たな観光資源として位置付けて
いる。当地には、なでしこリーグ１部を目指す女子サッカーチーム「ASハリマアルビオン」やVリーグ１部を
目指すバレーボールチーム「ヴィクトリーナ姫路」などトップスポーツチームの拠点があり、地域に活力を与
えている。チームの活躍を通じた地域ブランドの向上や交流人口の増加に期待が寄せられている。

■新たな観光資源の活用による観光客数増加に向けた取り組み

ヴィクトリーナ姫路
（女子バレー・Vリーグ2部所属）

 A Sハリマアルビオン
（女子サッカー・なでしこリーグ2部所属）
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■景気動向調査「姫路の業況判断 D I 」の長期推移

詳しい調査結果は姫路商工会議所（姫路経済研究所）ホームページをご覧ください。

姫路市内景気動向6

■「姫路の業況判断 D I 」構成比の推移
（％）

■項目別 D I 値の推移
２９／４ Q２９／３ Q２９／２ Q２９／１ Q２８／４ Q２８／３ Q２８／２ Q２８／１ Q
▲ １８▲ １５▲ ２３▲ ２５▲ ２６▲ ２９▲ ３１▲ ３４業況判断 D I
▲ ３１▲ ３０▲ ２９▲ ２３▲ ２７▲ ２３▲ ２２▲ １９従業員過不足 D I
▲ ８▲ ８▲ ７▲ ５▲ ６▲ ７▲ ６▲ ５設備過不足 D I
３４４６４５６７在庫過不足 D I

▲ １５▲ １５▲ １６▲ １６▲ １８▲ １８▲ １７▲ １６資金繰り D I

※DI値：d i f f us ion i n dex（ディフュージョンインデックス）の略称。
　各項目について、「良い」割合から「悪い」割合を引いた値。

（資料：姫路商工会議所「景気動向調査」）

Title:P16_P17.eca Page:2  Date: 2018/07/09 Mon 17:16:22 
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姫路市の統計データランキング7

面積・人口・世帯

５３４．４８㎢１３０位面積

５３５，６６４人３２位人口（国勢調査）

▲ ０．１５％２１２位自然増加率

▲ ０．２０％３７３位社会増加率

１４．０３％１１６位年少人口比率（～１４歳）

６０．５０％２１８位生産年齢人口比率（１５～６４歳）

２５．１４％６１０位老年人口比率（６５歳～）

４５．０歳６４９位平均年齢

１．５５２３９位合計特殊出生率

２２８，６０５世帯３４位世帯数（住民基本台帳）

２．３１人４４５位１世帯あたり人員

財政力

９６４．５８億円２３位地方税収額

２，０７９．６１億円２７位歳出決算総額

８６．１％１１０位経常収支比率 ※１

１４．４％４０８位公債費負担比率 ※２

４．７％２１４位実質公債費比率 ※３

０．７％２２３位将来負担比率 ※４

０．８７１４６位財政力指数 ※５

５６．２０％１７２位自主財源比率 ※６

６．７８％１４５位交付税依存度 ※７

３７．１３万円３０８位人口１人当たり地方債残高

ランキングの対象は８１４市区

（資料：東洋経済新報社「都市データパック2018年版」）

経済力

２５，０５５事業所３１位事業所数

２５５，２１２人３３位従業者数

１６社３１位上場企業本社数

２兆３，４９５億円１５位製造品出荷額等

１兆１，０４３億円４３位卸売業年間販売額

５，７８０億円３７位小売業年間販売額

９７店２６位大型店店舗数

雇用・マンパワー

２５７，１３３人３１位労働力人口

６８．９２％６１２位労働力率・３０～４０代女性

１９．９９％６９４位労働力率・高齢者

１．００％６７７位就業人口構成（第１次産業）

３１．０８％２０２位就業人口構成（第２次産業）

６４．０１％４０７位就業人口構成（第３次産業）

生活基盤・環境

１００．５３％２４９位昼夜間人口比率

３２６．０１万円１７６位納税者１人当たり所得

６６．１０％５５４位持家世帯比率

６．３４万円２２０位住宅地地価

８．１７所３９３位人口１万人当たり病院・一般診療所数

２１．８３人２６５位人口１万人当たり医師数

※１　歳出のうち、人件費などの経常的に支出される経費の、市税
などの経常的に収入される一般財源に占める割合で、県政の
硬直度を表す。この指数が低いほど財政運営の弾力性が高
い。

※２　公債費充当一般財源を一般財源総額で除したもので、使途に
制限のない地方税、地方交付金など一般財源が公債費に充当
されている度合いを示す。財政構造の弾力性をみる指標のひ
とつ。

※３　自治体の一般事業会計などが負担する元利償還金及び準元利
償還金の標準財政規模に対する比率（３カ年平均）。公債費
による財政負担の度合いを判断する指標で、この比率が１８％
以上となる自治体は、起債に当たり総務大臣等の許可が必要
になる。

※４　自治体の一般事業会計などが将来負担すべき実質的な負債の
標準財政規模に対する比率。中長期的な視点から公営企業や
第三セクターなどの出資法人まで含めた、将来の実質的な負
債の大きさを判断するための指標。

※５　基準財政収入額を基準財政需要額で除したもの（３カ年度の
平均値）。 一般的には、 収入に対して需要が小さい自治体 （財

　　　政力指数が大きい自治体）が、財政的には余裕がある。地方
交付税は、財政力指数が１を超える団体には交付されず、１
を下回る団体に基準にしたがって交付される。

※６　歳入に占める自主財源の割合であり、自治体の財政基盤の安
定性や自立性を判断する指標。一般に、この比率が高いほど
望ましいと考えられる。

※７　歳入に対する地方交付税の割合。
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※本冊子は、小規模事業者等が経営計画や事業計画等を策定する際の基礎資料として作成しました。 ２０１８ 年７ 月発行
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